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#10-46 

【１１月６日～１１月１２日】 

〔モルドバの報道をもとに作成〕 

平成２２年１１月１６日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼期限前議会選挙に向けた動き 

・８日、ＯＳＣＥ／ＯＤＩＨＲは、今年６月に行われた選挙法改

正はＯＳＣＥ／ＯＤＩＨＲ及びヴェニス委員会の提言が反映さ

れたものと歓迎、現在行われている選挙運動は概ね民主的

なものと評価する声明を発表。 

・９日、憲法裁判所は、１０月２１日に内閣によって提出されて

いた判断請求を審議、選挙運動に参加する者は大臣として

の職務を行うことはできないとの選挙法による規定は合憲と

判断、同時に行政資源を利用した選挙運動の禁止を明文化

する必要性があるとし、選挙法の更なる改定を議会に勧告。

同日、中央選挙管理委員会は、共産党による行政資源を利

用した自由民主党の選挙運動の摘発３件を審議、そのうち１

件を妥当と判断し自由民主党に警告を発出。 

・９日、独立国家共同体（ＣＩＳ）代表団は、選挙監視活動の開

始を発表。 

・１１日、憲法裁判所は、今年６月の選挙法改正に伴う死票分

配システム変更の合憲性判断を求める共産党議員による請

求の審議を開始する旨発表。 

・１１日、控訴裁判所は、共産党が選挙運動のために作成し

たＶＴＲはギンプ大統領代行とルプ民主党党首の名誉を棄

損するものと判断、ＶＴＲ放映の禁止を命令。 
・１１日、フィラト首相は、ヴォローニン前大統領にＴＶ討論の

実施を再度提案、他の共産党議員との討論には関心がない

旨発言。 
▼世論調査 

［社会統計学協会］ 

・次の日曜に議会選挙が実施された場合 

必ず投票する：５９％、多分投票する：２０％、多分投票しな

い：１０％、絶対投票しない：５％、不明：６％ 

・次の日曜に議会選挙が実施された場合の政党支持率 

共産党：３５％、自由民主党：１９％、民主党：１３％、自由党：

１１％、「我々のモルドバ」：６％、ヒューマニスト党：４％ 等 

・政治家支持率 

ヴォローニン前大統領：２８％、フィラト首相：２２％、ルプ民

主党党首：１４％、ギンプ大統領代行：１１％、グレチャニ前

首相：６％、ウレキャン「我々のモルドバ」代表：６％、キルト

アケ・キシナウ市長：４％、パサト元国防相：２％ 等 

・調査は１１月中に１，５８３名の成人を対象に実施。標準誤

差は２．６５％以内。 

２．経済 

▼マクロ経済 

・９日、国家統計局は、１０月の消費者物価指数は９月比１．

５％上昇、年初からのインフレ率は６．１％、１-９月期におけ

る貿易赤字額を２億ドルと発表。昨年同期比で輸入額は１５．

５％増加したのに対し、輸出額は１２．９％増加。 

・９日、中央銀行は、１-９月期における出稼ぎ労働者からの

送金額が８億９，５１３万ドルで前年同期比５，０００万ドルの

増加と発表。また、１-１０月期の外貨支払い準備高が前年末

比１１％増の１６億４，５００万ドルと発表。 

▼その他 

・９日、財務省は、１-９月期に、海外から１億７，３５５万ドル

の貸付を受けたと発表。うち主要なものはＩＭＦによる１億２，

１７４万ドル。 

３．外政 

▼８日、ＥＵドナウ川戦略サミット（於・ブカレスト） 
・フィラト首相は、バローゾ欧州委員会委員長と会談、ＥＵと

の連合協定及び査証自由化交渉等につき協議。バローゾ

欧州委員会委員長は、ＥＵが欧州の標準及び価値観に接

近しようとするモルドバの試みを支援すると発言。 
・フィラト首相は、バセスク・ルーマニア大統領と会談、二国

間関係、洪水被害克服、モルドバの欧州統合、ドナウ川戦

略等につき協議。 
・フィラト首相とバコンスキ・ルーマニア外相は、国境管理及

び国境問題協力相互支援に関する二国間合意に署名。 
▼９日、ズリンダ・スロバキア外相の来訪 
・フィラト首相は、ズリンダ・スロバキア外相と会談、二国間関

係、モルドバの欧州統合、スロバキアの在外公館開設等に

つき協議。 
▼その他 
・１１日、ブラッセルにてモルドバ・ＥＵ通商投資下部委員会

会合が開催、カルマク経済次官は深化した包括的ＦＴＡ交

渉に関する行動計画案を欧州委員会に提出。 

４．沿ドニエストル 

・９～１０日、独ガルミッシュ・パルテンキルヘンにて沿ドニエ

ストル問題解決交渉の信頼醸成措置検討会議が開催、モル

ドバ、沿ドニエストル、露、ウクライナ、ＯＳＣＥ、ＥＵ及び米

国の代表が参加。レムラー駐モルドバＯＳＣＥ代表は、同会

議の目的は具体的問題解決及び信頼醸成に向けた措置の

確認、メカニズムの改正と指摘。 
・９日、スミルノフ沿ドニエストル「大統領」は、沿ドニエストル

がモルドバ共和国と統合することはないと発言。 
・９日、ギンプ大統領代行は、沿ドニエストル地域における

露軍駐留にＮＡＴＯが注意を払うよう求めるラスムセンＮＡＴ
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Ｏ事務総長宛ての書簡を発出。 
・１１日、ＩＴ通信省は、ドニエストル川両岸を結ぶ固定電話

回線の再開に関する内閣令が承認されたと発表、回線は近

日中に再開されるとの見通しを発表。

※本週報ではモルドバの首都名「キシニョフ」（ロシア語読み）を暫定的に「キシナウ」（モルドバ語読み）と標記しています。 

（了） 


